
�愛媛県告示第１４１０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４１１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社椿 ケアサポート椿園 愛媛県松山市東石井７丁目６番１８号 平成２２年１１月１日 訪問介護

合同会社語 訪問介護かたらい 愛媛県西条市小松町妙口甲１０－４ 平成２２年１１月１日 訪問介護

株式会社ハーブ ヘルパーステーションあん 愛媛県宇和島市中沢町一丁目２番１０号 平成２２年１１月１３日 訪問介護

高部タクシー株式会社 高部ケアサービス 愛媛県今治市波止浜１５８番地２３ 平成２２年１１月２５日 訪問介護

指定居宅介護支援事業者の名称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日 サービスの種類
名 称 所 在 地

株式会社ハーブ ケアプランニングあん 愛媛県宇和島市中沢町一丁目２番１０号 平成２２年１１月１１日 居宅介護支援
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�愛媛県告示第１４１２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４１３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４１４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定により、指定居宅介護支援事業者から次のとおり指定居宅介護支援事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４１５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社椿 ケアサポート椿園 愛媛県松山市東石井７丁目６番１８号 平成２２年１１月１日 介護予防訪問介護

合同会社語 訪問介護かたらい 愛媛県西条市小松町妙口甲１０－４ 平成２２年１１月１日 介護予防訪問介護

株式会社ハーブ ヘルパーステーションあん 愛媛県宇和島市中沢町一丁目２番１０号 平成２２年１１月１３日 介護予防訪問介護

高部タクシー株式会社 高部ケアサービス 愛媛県今治市波止浜１５８番地２３ 平成２２年１１月２５日 介護予防訪問介護

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

アイワク産業株式会社 アイワク産業株式会社 愛媛県松山市三番町７－８－３ 平成２２年１０月３１日 福祉用具貸与

アイワク産業株式会社 アイワク産業株式会社 愛媛県松山市三番町７－８－３ 平成２２年１０月３１日 特定福祉用具販売

セントケア愛媛株式会社 セントケア北久米 愛媛県松山市北久米町５６０－３ 安永
ビル１Ｆ 平成２２年１０月３１日 訪問介護

株式会社サム 介護予防デイサービスサム 愛媛県新居浜市政枝町二丁目４番２１号 平成２２年１０月３１日 通所介護

セントケア愛媛株式会社 セントケア愛南 愛媛県南宇和郡愛南町御荘平城４３７番
地１ 吉良貸店舗１号室 平成２２年１０月３１日 訪問介護

指定居宅介護支援事業者の名称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

廃止年月日 サービスの種類
名 称 所 在 地

医療法人順風会 医療法人順風会老人保健施設長安 愛媛県東温市志津川２９番地１ 平成２２年１０月３１日 居宅介護支援

��������������

��������������

��������������

愛 媛 県 報平成２２年１２月２１日 第２２２９号

９５１



�愛媛県告示第１４１６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フレスポ西条店Ⅱ 西条市新田字市塚新
田１６２番２他１０筆

大規模小売店舗を設置する者
の住所

東京都港区芝三丁目
２２番８号
外１者

東京都中央区日本橋
小舟町１２番１５号
外１者

平成２１年
８月３０日

平成２２年
１２月８日

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

オリックス・アルファ
株式会社
代表取締役
坂本 修二
外１者

オリックス・アルファ
株式会社
代表取締役
松� 勉
外１者

平成２２年
１月１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

株式会社ベスト電器
代表取締役
有薗 憲一

株式会社ベスト電器
代表取締役
濱田 孝

平成２０年
４月１日

株式会社ベスト電器
代表取締役
濱田 孝

株式会社ベスト電器
代表取締役
深澤 政和

平成２２年
１月１２日

株式会社ベスト電器
代表取締役
深澤 政和

株式会社ベスト電器
代表取締役
小野 浩司

平成２２年
４月１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

��������������
�愛媛県告示第１４１７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日

から４月間縦覧に供する。

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

アイワク産業株式会社 アイワク産業株式会社 愛媛県松山市三番町７－８－３ 平成２２年１０月３１日 介護予防福祉用具
貸与

アイワク産業株式会社 アイワク産業株式会社 愛媛県松山市三番町７－８－３ 平成２２年１０月３１日 特定介護予防福祉
用具販売

セントケア愛媛株式会社 セントケア北久米 愛媛県松山市北久米町５６０－３ 安永
ビル１Ｆ 平成２２年１０月３１日 介護予防訪問介護

株式会社サム 介護予防デイサービスサム 愛媛県新居浜市政枝町二丁目４番２１号 平成２２年１０月３１日 介護予防通所介護

セントケア愛媛株式会社 セントケア愛南 愛媛県南宇和郡愛南町御荘平城４３７番
地１ 吉良貸店舗１号室 平成２２年１０月３１日 介護予防訪問介護
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平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ヒマラヤ今治店 今治市南高下町一丁
目１６８４番６ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

株式会社ベスト電器
代表取締役
濱田 孝

株式会社ベスト電器
代表取締役
深澤 政和

平成２２年
１月１２日

平成２２年
１２月８日

株式会社ベスト電器
代表取締役
深澤 政和

株式会社ベスト電器
代表取締役
小野 浩司

平成２２年
４月１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

株式会社ヒマラヤ
代表取締役
小森 裕作

株式会社ヒマラヤ
代表取締役
野水 優治

平成２２年
１１月２５日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

��������������
�愛媛県告示第１４１８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産

業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

ヒマラヤ今治店 今治市南高下町一丁
目１６８４番６ 外 駐車場の位置及び収容台数 １６６台 ６２台 平成１６年

５月１日
平成２２年
１２月８日

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ４箇所 ３箇所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課
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�愛媛県告示第１４１９号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林の所在場所

今治市玉川町龍岡上字イノコ谷丁４３９の８

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、関係書類を愛媛県庁及び今治市役所

に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第１４２０号
愛媛県林地崩壊防止事業補助金交付規程（昭和４６年９月愛媛県告示第７９４号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２２

年４月１日以降に発生した災害から適用する。

平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（補助額）

第５条 補助金の額は、防止事業に要する工事費（営繕費及び工事

雑費を除く。）の１０分の７．５以内の額とする。

（帳簿及び台帳の備付け）

第１７条 補助事業主体は、防止事業で設置した施設の内容を明らか

にした林地崩壊防止事業台帳 （様式第１３号）を備えなければ

ならない。

２ 省略

様式第１号（第６条関係） 林地崩壊防止事業計画書

省略

流域名 箇所 計画工事費

（営繕費及び

工事雑費を除

く。）

決定工事費

（営繕費及び

工事雑費を除

く。）

省略

注 １ 省略

２ 決定工事費及び 決定の欄は、空欄とすること。

３・４ 省略

５ 工種は、本工事費及び 附帯工事費の別に小計をとり、

機械器具費、測量設計費及び補償費

をそれぞれ計上し、最後に工事費計をとること。

様式第３号（第８条関係） 林地崩壊防止事業補助金交付申請書

省略

年度において、林地崩壊防止事業を実施したいから、補

助金 円を交付されたく、次の関係書類を添え

て申請します。

１ 事業実施計画書（様式第４号）

２ 収支予算書（様式第５号）

３ 省略

様式第４号（第８条、様式第３号、様式第６号関係） 事業実施計

画書

様式第４号（その１） 省略

（補助額）

第５条 補助金の額は、防止事業に要する工事費（営繕費及び工事

雑費を除く。）の１０分の７．５以内の額とする。

（帳簿及び台帳の備付け）

第１７条 補助事業主体は、防止事業で設置した施設の内容を明らか

にした林地崩壊防止事業工事台帳（様式第１３号）を備えなければ

ならない。

２ 省略

様式第１号 林地崩壊防止事業計画書

省略

流域名 箇所 計画工事費

（営繕費及び

工事雑費を除

く。）

決定工事費

（営繕費及び

工事雑費を除

く。）

省略

注 １ 省略

２ 決定工事費および決定の欄は、空欄とすること。

３・４ 省略

５ 工種は、本工事費および附帯工事費の別に小計をとり、

機械器具費、営繕費、測量試験費、補償費および工事雑費

をそれぞれ計上し、最後に工事費計をとること。

様式第３号（第８条関係） 林地崩壊防止事業補助金交付申請書

省略

年度において、林地崩壊防止事業を実施したいから、補

助金￥ を交付されたく、次の関係書類を添え

て申請します。

１ 事業実施計画書（様式第４号）

２ 収支予算書（様式第５号）

３ 省略

様式第４号（第８条、様式第３号、様式第６号関係） 事業実施計

画書

様式第４号（その１） 省略

改 正 後 改 正 前

��������������
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様式第４号（その２）

省略

番号 本工事費

等

機械器具

費

工事費計 負担区分

県補助金 市町負担

金

円 円 円 円 円

���������������������������
���������������������������

注 本工事費等の欄は、本工事費、附帯工事費、測量設計費及び

補償費の合計を記入すること。

様式第５号（第８条、様式第３号、様式第６号関係） 収支予算書

省略

科目 予算額 内訳 備考

区別 金額 率

歳入 円 県補助金 円 工事費（営繕費

及び工事雑費を

除く。）の１０分

の７．５以内

市町負担金 工事費（営繕費

及び工事雑費を

除く。）の１０分

の２．５以上

歳出 本工事費等

機械器具費

省略

注１ 本工事費等の欄は、本工事費、附帯工事費、測量設計費及

び補償費の合計を記入すること。

２ 備考欄は、市町負担金の内訳を記入すること。

様式第６号（第１０条関係） 林地崩壊防止事業実施計画変更承認申

請書

省略

添付書類

１ 省略

２ 事業実施計画書（様式第４号）

３ 収支予算書（様式第５号）

注 省略

様式第４号（その２）

省略

番

号

本

工

事

費

パ

ー

セ

ン

ト

機

械

器

具

費

パ

ー

セ

ン

ト

営

繕

費

パ

ー

セ

ン

ト

工

事

雑

費

パ

ー

セ

ン

ト

工

事

費

計

負 担 区

分

県

補

助

金

市

町

負

担

金

円 円 円 円 円 円 円

���������������������������
���������������������������

注 パーセント欄は、工事費に対する割合を記入すること。

様式第５号（第８条、様式第３号、様式第６号関係） 収支予算書

省略

科目 予算額 内訳 備考

区別 金額 率

歳入 円 県補助金 工事費の１０分の

９

以内

地元負担金 工事費の１０分の

１

以上

歳出 本工事費 ％

機械器具費

営繕費

工事雑費

省略

注

備考欄は、地元負担金の内訳を記入すること。

様式第６号（第１０条関係） 林地崩壊防止事業実施計画変更承認申

請書

省略

添付書類

１） 省略

２） 事業実施計画書（様式第４号）

３） 収支予算書（様式第５号）

注 省略

愛 媛 県 報平成２２年１２月２１日 第２２２９号
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様式第７号（第１１条関係） 工事着工届

省略

省略

工事費（営繕費及び工事雑費

を除く。）
円

省略

添付書類

１・２ 省略

３ 工事工程表の写し

４ 着工前の全体写真

様式第８号（第１３条関係） 完成届

省略

１ 完成調書（様式第９号）

２ 収支精算書（様式第１０号）

３・４ 省略

様式第９号（第１３条、様式第８号関係） 完成調書

省略

工事番号及び 事業名 省略

省略

工事費（営繕費及び工事雑費

を除く。）
円

様式第１０号（第１３条、様式第８号関係） 収支精算書

省略

１ 省略

２ 支 出

科目 予算額 精算額 差引 備考

増 減

本工事費等 省略

機械器具費 （ ）

計 （ ）

注１ 本工事費等の欄は、本工事費、附帯工事費、測量設計費及

び補償費の合計を記入すること。

２ 収入及び支出のうち、未収入金及び未支払金については、

括弧書きで再掲すること。

様式第１２号（第１６条関係） 林地崩壊防止事業実績報告書

様式第１２号（その１）

省略

１ 事業実績書（様式第１２号（その２））

２ 経費配分表（様式第１２号（その３））

３ 収支精算書（様式第１２号（その４））

様式第１２号（その２） 省略

様式第７号（第１１条関係） 工事着工届

省略

省略

設計工事費
￥

省略

添付書類

１・２ 省略

様式第８号（第１３条関係） 完成届

省略

１ 完成調書（様式第９号）

２ 収支精算書（様式第１０号）

３・４ 省略

様式第９号（第１３条、様式第８号関係） 完成調書

省略

工事番号および事業名 省略

省略

工事精算額
￥

様式第１０号（第１３条、様式第８号関係） 収支精算書

省略

１ 省略

２ 支 出

科目 予算額 精算額 差引 備考

増 減

本工事費 省略

工

事

雑

費

賃金 （ ）

消耗品費 （ ）

燃料費 （ ）

光熱水費 （ ）

修繕料 （ ）

通信運搬費 （ ）

（ ）

（ ）

計 （ ）

注

収入及び支出のうち、未収入金及び未支払金については、

（ ）書再掲する こと。

様式第１２号（第１７条関係） 林地崩壊防止事業実績報告書

様式第１２号（その１）

省略

１ 事業実績書（様式第１２号（その２））

２ 経費配分表（様式第１２号（その３））

３ 収支精算書（様式第１２号（その４））

様式第１２号（その２） 省略
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様式第１２号（その３）

省略

番号 本工事費

等

機械器具

費

工事費計 負担区分

県補助金 市町負担

金

円 円 円 円 円

���������������������������
���������������������������

注 本工事費等の欄は、本工事費、附帯工事費、測量設計費及び

補償費の合計を記入すること。

様式第１２号（その４）

省略

１ 省略

２ 支 出

科目 予算額 精算額 差引 備考

増 減

本工事費等 省略

省略

計 （ ）

注１ 本工事費等の欄は、本工事費、附帯工事費、測量設計費及

び補償費の合計を記入すること。

２ 収入及び支出のうち、未収入金及び未支払金については、

括弧書きで再掲すること。

様式第１３号（第１７条関係） 省略

�愛媛県告示第１４２１号
愛媛県単独治山事業補助金交付規程（昭和４５年７月愛媛県告示第６９５号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２２年度

の治山事業から適用する。

平成２２月１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

様式第１２号（その３）

省略

番

号

本

工

事

費

パ

ー

セ

ン

ト

機

械

器

具

費

パ

ー

セ

ン

ト

営

繕

費

パ

ー

セ

ン

ト

工

事

雑

費

パ

ー

セ

ン

ト

工

事

費

計

負 担 区

分

県

補

助

金

市

町

負

担

金

円 円 円 円 円 円 円

���������������������������
���������������������������

注 パーセント欄は、工事費に対する割合を記入すること。

様式第１２号（その４）

省略

１ 省略

２ 支 出

科目 予算額 精算額 差引 備考

増 減

本工事費 省略

省略

営繕費 （ ）

工事雑費 （ ）

（ ）

計 （ ）

注

収入及び支出のうち、未収入金及び未支払金については、

（ ）書再掲する こと。

様式第１３号（第１８条関係） 省略

��������������
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（補助対象）

第２条 前条に規定する治山事業は、森林造成のための山地におけ

る保安施設事業であつて、次の各号のいずれかに該当するものの

うち、１箇所の工事費（営繕費及び工事雑費を除く。以下同

じ。）が２００万円（第２号に該当するものにあつては、８０万円）

以上の事業とする。

�～� 省略

（着工届）

第９条 補助事業主体は、治山事業に着手したときは、直ちに工事

着工届（様式第７号）に工事請負契約書及び入札執行表の写しを

添えて知事に提出しなければならない。

様式第１号（第４条関係） 治山事業助成願

省略

年度において、治山事業を実施いたしたいので、助成さ

れたく、別添のとおり治山事業箇所別実施計画書（様式第２

号）、位置図、平面見取図及び 治山事業の実施箇所の写真を添

えて申請します。

注 １ 位置図は、５万分の１地形図又は 見取図に朱書するこ

と。

２ 治山事業の実施箇所の写真は、崩壊地の全景、被害状況

及び 保全対象等が明確に判明できるものを添付するこ

と。

様式第２号（第４条、様式第１号関係） 治山事業箇所別実施計画

書

省略

番

号

本

流

名

支

流

名

沢

名

災

害

発

生

年

年度計画

工事費（営

繕費及び工

事雑費を除

く。）

※審査決定

工事費（営

繕費及び工

事雑費を除

く。）

省略

箇

所

別

愛媛県

市

郡

町

大字

直営、

請負 月

施

行

山腹

山腹 工事

面積 ヘクタール面積 ヘクタール

渓間

面積 ヘクタール

省

略

工

種

種

別

全体計画 年度計画 ※審査決

定工事費

（営繕費

及び工事

雑費を除

く。）

※審査結果

数
量
単
価
金
額
数
量
単
価
金
額
数
量
単
価
金
額

立

方

メ

ー

ト

ル

円 千

円

立

方

メ

ー

ト

ル

円 千

円

立

方

メ

ー

ト

ル

円 千

円

（補助対象）

第２条 前条に規定する治山事業は、森林造成のための山地におけ

る保安施設事業であつて、次の各号のいずれかに該当するものの

うち、１箇所の工事費（営繕費及び工事雑費を除く。以下同

じ。）が２００万円（第２号に該当するものにあつては、８０万円）

以上の事業とする。

�～� 省略

（着工届）

第９条 補助事業主体は、治山事業に着手したときは、直ちに工事

着工届（様式第７号）に工事請負契約書及び入札執行表の写しを

添えて知事に提出しなければならない。

様式第１号（第４条関係） 治山事業助成願

省略

年度において、治山事業を実施いたしたいので、助成さ

れたく、別添のとおり治山事業箇所別実施計画書（様式第２

号）、位置図、平面見取図および治山事業の実施箇所の写真を添

えて申請します。

注 １ 位置図は、５万分の１地形図または見取図に朱書するこ

と。

２ 治山事業の実施箇所の写真は、崩壊地の全景、被害状況

および保全対象等が明確に判明できるものを添付するこ

と。

様式第２号（第４条関係）

省略

番

号

本

流

名

支

流

名

沢

名

災

害

発

生

年

年度計画

工事費（営

繕費及び工

事雑費を除

く。）

※審査決定

工事費（営

繕費及び工

事雑費を除

く。）

省略

箇

所

別

愛媛県

市

郡

町

大字

直営、

請負 月

施

行

山腹

山腹 工事

面積 ｈａ 面積 ｈａ

渓間

面積 ｈａ

省

略

工

種

種

別

全体計画 年度計画 ※審査決

定工事費

（営繕費

及び工事

雑費を除

く。）

※審査結果

数
量
単
価
金
額
数
量
単
価
金
額
数
量
単
価
金
額

� 円 千

円

� 円 千

円

� 円 千

円

改 正 後 改 正 前
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省

略

保全対象 参考

省略 渓床こ

う配

省略

荒廃渓

流長

荒廃渓

幅

渓流面

積

省略

注 省略

様式第３号（第６条関係） 治山事業補助金交付申請書

省略

年度において、
市 町

大字 地内に治郡

山事業を実施したいから補助金 円を 交付され

たく、下記の関係書類を添えて申請します。

記

１ 治山事業実施計画書（様式第４号）

２ 収支予算書（様式第５号）

様式第４号（第６条、第８条、様式第３号、様式第６号関係） 治

山事業実施計画書

省略

工事番号及び事業名 省略

省略

工事費（営繕費及び工事雑費

を除く。）
円

補助申請額 円

事業主体負担額 円

様式第５号（第６条、第８条、様式第３号、様式第６号関係） 収

支予算書

省略

科目 予算額 内訳 備考

区別 金額 率

歳入 円 県補助金 円 工事費（営繕費

及び工事雑費を

除く。）の２分

の１以内

地元負担金 工事費（営繕費

及び工事雑費を

除く。）の２分

の１以上

歳出 本工事費

省略

省

略

保全対象 参考

省略
けい

渓床こ

う配

省略
けい

荒廃渓

流長
けい

荒廃渓

幅
けい

渓流面

積

省略

注 省略

様式第３号（第６条関係） 治山事業補助金交付申請書

省略

年度において、
市 町

大字 地内に治郡

山事業を実施したいから補助金￥ を、交付され

たく、下記の関係書類を添えて申請します。

記

１ 治山事業実施計画書 別紙のとおり

２ 収支予算書 〃

様式第４号（第６条関係）

省略

工事番号および工事名 省略

省略

工事費（営繕費及び工事雑費

を除く。）
￥

補助申請額 ￥

事業主体負担額 ￥

様式第５号（第６条、第８条、様式第３号、様式第６号関係） 収

支予算書

省略

科目 予算額 内訳 備考

区別 金額 率

歳入 円 県補助金 円 工事費（営繕費

及び工事雑費を

除く。）の２分

の１以内

地元負担金 工事費（営繕費

及び工事雑費を

除く。）の２分

の１以上

歳出 本工事費 ％

工事雑費 ％

％

省略
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注 省略

様式第６号（第８条関係） 治山事業実施計画変更承認申請書

省略

添付書類

１ 省略

２ 治山事業実施計画書（様式第４号）

３ 収支予算書（様式第５号）

注 省略

様式第７号（第９条関係） 工事着工届

省略

工事番号及び 事業名 省略

省略

工事費（営繕費及び工事雑費

を除く。）
円

省略

添付書類 省略

様式第８号（第１１条関係） 完成届

省略

１ 完成調書（様式第９号）

２ 収支精算書（様式第１０号）

３・４ 省略

様式第９号（第１１条、様式第８号関係） 完成調書

省略

工事番号及び 事業名 省略

省略

工事費（営繕費及び工事雑費

を除く。）
円

様式第１０号（第１１条、様式第８号関係） 収支精算書

省略

１ 省略

２ 支 出

科目 予算額 精算額 差引 備考

増 減

本工事費 省略

（ ）

（ ）

計

注 収入及び 支出のうち、未収入金及び 未支払金については

括弧書きで再掲すること。

注 省略

様式第６号（第８条関係） 治山事業実施計画変更承認申請書

省略

添付書類

１） 省略

２） 治山事業実施計画書（様式第４号）

３） 収支予算書（様式第５号）

注 省略

様式第７号（第９条関係） 工事着工届

省略

工事番号および事業名 省略

省略

設計工事費
￥

省略

添付書類 省略

様式第８号（第１１条関係） 完成届

省略

１ 完成調書（様式第９号）

２ 収支精算書（様式第１０号）

３・４ 省略

様式第９号（第１１条関係）

省略

工事番号および事業名 省略

省略

工事精算額
￥

様式第１０号（第１１条、様式第８号関係） 収支精算書

省略

１ 省略

２ 支 出

科目 予算額 精算額 差引 備考

増 減

工事請負費 省略

工

事

雑

費

賃金 （ ）

消耗品費 （ ）

燃料費 （ ）

光熱水費 （ ）

修繕料 （ ）

通信運搬費 （ ）

何 何 （ ）

何 何

計

注 収入および支出のうち、未収入金および未支払金については

（ ）書再掲する こと。
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�愛媛県告示第１４２２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、新居浜都市計画特定用途制

限地域の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆

の縦覧に供する。

平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４２３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、新居浜都市計画公園の変更

に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供す

る。

平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４２４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４２５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４２６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県選挙管理委員会告示第１０４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２２年１２月２１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１９８，４１８

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，９６９

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 池田中山線
伊予市中山町出渕５番耕地２１５番３から

同町出渕５番耕地２４７番３まで

旧 ５．５～１７．６ ０．１２２

新 ８．５～２２．２ ０．１２２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 池田中山線
伊予市中山町出渕５番耕地２１５番３から

同町出渕５番耕地２４７番３まで
平成２２年１２月２２日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７８号
西予市三瓶町周木字上伊崎１番耕地１６７番から

同町周木字上伊崎１番耕地１１８番１地先まで
平成２２年１２月２１日

選挙管理委員会告示

��������������
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� ４０万を超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１

を乗じて得た数とを合算して得た数 ２６６，４０３

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�愛媛県公営企業告示第７号
次のとおり落札者を決定した。

平成２２年１２月２１日

愛媛県公営企業管理者 三好 大三郎

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４４，１８４ １４，７２８

南 宇 和 郡 ２１，５０９ ７，１７０

松山市・上浮穴郡 ４２８，９８９ １３８，１６５

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４８，８８１ ４９，６２７

宇和島市・北宇和郡 ８５，９８９ ２８，６６３

八幡浜市・西宇和郡 ４３，１０８ １４，３７０

新 居 浜 市 １０２，５４０ ３４，１８０

西 条 市 ９３，６９３ ３１，２３１

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５５，７４２ １８，５８１

伊 予 市 ３２，５１７ １０，８３９

四 国 中 央 市 ７６，２０７ ２５，４０３

西 予 市 ３６，７０５ １２，２３５

東 温 市 ２８，３５４ ９，４５２

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 公 告 日

全身用マルチスライスＣＴ １式
（月額賃借料／県立中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２２年１２月９日
東京都千代田区紀尾井
町３番２７号剛堂会館
株式会社自治体病院共
済会

３，３８１，０００円 一般競争入札 平成２２年１０月２６日

公営企業告示

平成２２年１２月２１日 発行
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